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２０１９年７月２６日

東北電力株式会社

女川原子力発電所１号機

廃止措置計画認可申請書の概要について

別紙



1女川原子力発電所１号機の廃止措置に係るこれまでの経緯

２０１８年１０月２５日 廃止を決定

２０１８年１２月１４日 廃炉会計制度等に係る全ての手続きが完了

２０１８年１２月２１日 発電事業変更届出書を経済産業大臣へ提出※

２０１９年 ７月２６日
宮城県ならびに女川町、石巻市へ
廃止措置計画認可申請に係る事前協議の申し入れ

２０１９年 ７月２９日
（予定）

廃止措置計画認可申請書を原子力規制委員会へ提出

 女川１号機の廃止措置に係るこれまでの経緯は、下表のとおり。

 廃止措置計画認可申請書を提出した後は、廃止措置計画の認可に向けて、原子力規制委員会による審査

に適切に対応していくとともに、安全確保を最優先に、女川１号機の廃止措置に取り組んでいく。

※女川原子力発電所１号機の廃止日を２０１８年１２月２１日とし、廃止日をもって女川原子力発電所
全体の出力を２１７万４千ｋＷから１６５万ｋＷに変更
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：解体の範囲

（２号機または３号機との共用施設ならびに放射性物質による汚染のないことが確認された地下建屋、地下構造物および建屋基礎を除く）

廃止措置の基本方針
 廃止措置にあたっては、安全確保を最優先に、関係法令・告示を遵守し、主に以下の基本方針の下で実施する。

・周辺公衆および放射線業務従事者の放射線被ばくをできる限り低減する。

・廃止措置期間中の保安活動及び品質保証に必要な事項は、保安規定（別途申請予定）に定めて実施する。

・２号機および３号機の運転に必要な施設の機能に影響を及ぼさないよう工事を実施する。

復水貯蔵タンク
１号排気筒

１号機 制御建屋

１号機 原子炉建屋

１号機 廃棄物処理建屋 １号機 海水ポンプ室

原子炉建屋

タービン建屋廃棄物処理建屋

主変圧器 1号機 タービン建屋
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◎第２段階以降に実施する主な作業の詳細については、第１段階の中で実施する「汚染状況の調査」の結果等を踏まえて策定すると
ともに、あらためて廃止措置計画の変更認可申請を行うこととしている。

原子炉建屋

タービン建屋

廃止措置の工程 ～全体工程～

 女川１号機の廃止措置は、全体工程（３４年）を４段階に区分して実施する。

各段階の
実施区分

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階

解体工事準備期間

８年(認可～2027年度）

原子炉領域周辺設備
解体撤去期間

７年（～2034年度）

原子炉領域設備等
解体撤去期間

９年（～2043年度）

建屋等解体撤去期間

１０年（～2053年度）

主な作業
建屋等の解体撤去

安全貯蔵

① 燃料搬出

② 汚染状況の調査

放射線管理区域内の設備(原子炉領域以外)の解体撤去

原子炉領域の解体撤去

③ 汚染の除去

④ 放射線管理区域外の設備の解体撤去

⑤ 放射性廃棄物の処理処分
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廃止措置の主な作業 ～①燃料搬出～

 廃止措置計画認可申請時点において、女川１号機の使用済燃料プールに貯蔵している使用済燃料（８２１

体）は、第２段階の開始までに、３号機の使用済燃料プールへ搬出し貯蔵する。また、廃止措置が終了する

までに、再処理事業者へ譲り渡す。

 廃止措置計画認可申請時点において、すでに女川２号機および３号機の使用済燃料プールに貯蔵されてい

る１号機の使用済燃料（２号機：９５体、３号機：６６体）は、廃止措置が終了するまでに、再処理事業者へ譲

り渡す。

 新燃料（女川１号機の使用済燃料プール：４０体、１号機の新燃料貯蔵庫：１体）は、第２段階の開始までに

加工施設へ全量搬出し、加工事業者へ譲り渡す。

使用済燃料および新燃料の貯蔵場所と数量について

種類 貯蔵場所 数量

使用済燃料

１号機 使用済燃料プール ８２１体

２号機 使用済燃料プール ９５体

３号機 使用済燃料プール ６６体

新燃料
１号機 使用済燃料プール ４０体

１号機 新燃料貯蔵庫 １体

（２０１９年６月末現在）



5廃止措置の主な作業 ～②汚染状況の調査～
 放射線業務従事者の放射線被ばく線量の低減を図るとともに、放射性廃棄物発生量を評価するため、放射

性物質の分布や残存放射能等を評価し、除染範囲等を選定する。

 放射能量を解析により計算するとともに、施設内の代表ポイントにおける測定を行う。

主な廃止措置対象施設の推定汚染分布

配管に残存する
放射能量を測定

（イメージ）



6廃止措置の主な作業 ～③汚染の除去～

 放射線業務従事者の被ばく線量の低減のため、原子炉周辺の比較的多くの汚染が想定される機器や配管

を対象に、機械や薬品を用いて放射性物質を除去する。除染を実施する際は、作業員の被ばく低減に有効

とされる範囲を選定したうえで行う。

投射

圧縮空気

水

球形粒子（金属）

放射性物質が付着した金属

機械的除染

放射性物質を含む汚れを金属などの硬い粒
（球形粒子）をぶつけて削り取る方法

化学的除染
放射性物質を含む汚れを薬品を

使って溶かす方法

容器

放射性物質が付着した金属

放射性物質を含む汚れは
溶けて液の方へ

薬品

【出典】公益財団法人原子力安全技術センターホームページを基に作成



7廃止措置の主な作業 ～④放射線管理区域外の設備の解体撤去～

 安全確保の機能に影響を与えない範囲内で、放射線管理区域外に設置されている設備・機器の解体撤去

を行う。

＜主変圧器＞
発電機で発生した電気を送電線に送るために、電圧を上げる（昇圧する）ための装置

＜解体撤去する設備の一例＞
主変圧器



8廃止措置の主な作業 ～⑤放射性廃棄物の処理処分～

 女川１号機で発生する約３０万トンの解体廃棄物のうち約９４％（約２８４，０００トン）は、放射性廃棄物で

はないもの（一般産業廃棄物と同様に扱うことのできるもの）となっている。

 廃止措置期間に発生する放射性廃棄物の推定発生量や処理処分の方法については、以下のとおり。

＜放射性気体廃棄物および放射性液体廃棄物＞
・原子炉運転中と同様に、廃棄物の種類、性状等に応じて処理を行う。

＜放射性固体廃棄物＞
・低レベル放射性廃棄物については、放射能のレベル区分や種類および性状などに応じて、廃止措置の

終了までに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。
・放射性物質として扱う必要のないもの（クリアランス）については、法律に定める所定の手続きおよび国の

確認を経て、可能な限り再生利用に努める。

廃止措置期間中に発生する放射性固体廃棄物の推定発生量

放射能レベル区分※１ 推定発生量※２

低レベル放射性廃棄物

放射能レベルの比較的高いもの（Ｌ１） 約 ６０トン

放射能レベルの比較的低いもの（Ｌ２） 約 ７４０トン

放射能レベルの極めて低いもの（Ｌ３） 約 ５，３４０トン

放射性物質として扱う必要のないもの（クリアランス） 約１２，４００トン

合 計 約１８，５００トン

※１ Ｌ１～Ｌ３とは、放射能レベルの高低に応じて区分しているもので、Ｌ１が最も高く、Ｌ３が最も低い

※２ 第１段階に実施する汚染状況の調査結果を踏まえ見直していく。 また、端数処理のため合計値が一致しないことがある



9廃止措置に関する費用

 廃止措置に要する費用は、全額自己資金により賄う。

 今後、原子力発電施設解体引当金制度による積立期間において、総見積額の全額を積み立てる計画。

原子力発電施設の解体に要する総見積額

原子力発電施設解体引当金累積積立額

項目 見積額

施設解体費 約３００億円

解体廃棄物処理処分費 約１１９億円

合計 約４１９億円

（２０１８年１１月末現在）

項目 積立額

原子力発電施設解体引当金 約３０７億円

（２０１８年度末現在）



10低レベル放射性廃棄物の種類と処分方法

【出典】当社ホームページ（資源エネルギー庁ホームページをもとに作成）

参考



11女川原子力発電所１号機の概要

年月日 内容

１９７０年 ５月３０日 女川原子力発電所設置許可申請

１９７０年１２月１０日 女川原子力発電所設置許可

１９７９年１２月２５日 本格着工

１９８３年１０月１８日 女川原子力発電所１号機 初臨界

１９８３年１１月１８日 女川原子力発電所１号機 初併入

１９８４年 ６月 １日
女川原子力発電所１号機
営業運転開始

２０１１年 ３月１１日
東北地方太平洋沖地震により
運転停止

 女川原子力発電所１号機は、１９８４年６月に営業運転を開始して以来、地域の皆さまのご理解をいただき
ながら、長きにわたり当社における電力の安定供給の一翼を担ってきた。

［設備概要］

所在地 宮城県牡鹿郡女川町塚浜字前田１

原子炉型式 沸騰水型原子炉（ＢＷＲ）

原子炉格納容器 マークⅠ型

発電機出力 ５２．４万kW

燃料集合体数 ３６８体

［主な経緯］

［発電実績］

総発電電力量 ８３０億ｋＷｈ※１、２

設備利用率 ６７．４％※３

※１ 稼働実績がある２０１０年度末までの累計

※２ 宮城県内の電力需要（２０１７年度実績：１４４．３億ｋＷｈ）の

約６年分に相当

※３ 稼働実績がある２０１０年度末までの平均

参考


